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本事業の⽬的（仕様書より抜粋） 
経済産業省が向き合う政策課題は多様化している。他⽅、職員からは、⼗分に検討を⾏うため
の時間的・⼼理的余⽩が不⾜している等の声が上がっており、働きやすさの改善・働きがいの
認識の両⾯での⼯夫が引き続き求められているところ。本事業では、下記を通して上記課題の
解消を⽬指す。 
 
経済産業省のミッション等を明確にすることで、各職員に仕事の意味・意義を再認識してもら
う。 各職員が認識するためには、省内での意識共有の場、情報発信を含む戦略が重要。省内
コミュニケーションを戦略的に仕掛けることで、多くの職員が賛同し、⾃発的に業務にあたる
機運を、本取組を通じて浸透させる。 
 
令和５年度経済産業政策関係調査事業（ＭＶＶ（ミッション・ビジョン・バリュー）調査）に
基づく、省内の MVV に関する史実及び、ヒアリング、ミーティング等から得た結果を踏まえ
て洞察し、MVV のコピーライティングを実施する。加えて次年度に向けたロードマップを省
内職員と協議を進めた結果を記載する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



事業内容 
 
1)MVV コピーライティングの実施 
本事業の⽬的に沿い、経産省が主催するワークショップへの部分的な参加及び、各所の結果共
有により、MVV のコピーについての考察を⾏った。 
 
＜ワークショップ⽇程＞ 
11/10 官房、11/16 保安 G、11/17 調統 G、11/17 特許庁、11/17 エネ庁資燃部、 
11/21 製造、11/21 商情、11/21 エネ庁⻑官官房、11/21 エネ庁省新部、11/22 産政、 
11/22 福島G、11/22 貿易、11/22 産技、11/24 通政、11/24 商サG、11/24 電取委、 
11/28 中企庁/地域G、11/30 エネ庁電ガ部地域G、11/20 四国、11/22 関東、 
11/29 東北、11/27 近畿、11/30 九州、12/07 中国、12/13 沖縄 ＊部局略称にて記載 
 
上記に加えて、素案提出の際には、担当職員との協議のみならず、官房内でのヒアリングを個
別に⾏い、精査を⾏った。各者との協議から、経産省の持つDNAをはじめ、各職員の思い、
今後進⾏が⾒込まれる組織経営改⾰とのバランスを含み、最終案へと落とし込を⾏った。 
 
＜MVV案＞ 

 
 
 
 



2)浸透策の検討 
省内への MVV 浸透策については、担当職員との協議を踏まえ、複数の企画を検討した。⺠間
事例の取り込みを⽬的とした勉強会などの企画の検討を⾏った。検討の結果、今期において
は、MVV設定の意図、⽬的などを通達するため、既存の省内広報誌の再編集、デザイン開発
を⾏い、情報発信を開始した。また浸透施策の追加ツールとして、ビジョンにかかる映像を作
成した。映像については、職場において撮影を実施するだけでなく、制作の過程で職員ワーク
ショップを企画し、各々が経産省、公表されたビジョンについての意⾒を述べ合う機会を併設
することで、職員間での意識情勢に繋がるものとなった。 
 
＜省内広報誌の再活⽤例＞ 

 
 
＜映像制作時の職員ワークショップ⾵景＞ 

 
 



浸透策については、上記の広報誌、映像制作のみならず、組織経営改⾰に沿った課題の整理と
ともに、浸透作につながるデザインの更新ほか（以下、浸透策概要を参照）を⾏った。 
 
＜浸透策概要＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



3)ロードマップの実施 
ロードマップについては、省内におけるインナーコミュニケーションについて検討を⾏った。
MVV に関する表彰の実施のみならず、既述のワークショップの活性化、24年度後半に竣⼯が
期待される共創空間の利活⽤といった包括的な協議を開始する。また、組織⽂化の醸成にあわ
せて、省内の運営体制の⾒直しも提⾔された。対外的なコミュニケーションについては、省内
広報誌の利活⽤に始まり、省内の声を収集する仕組みと合わせて、映像、WEBサイト等での
発信を検討する。 
 
＜ロードマップ案＞  

 

 
 



４）伴⾛⽀援 
毎週⽉曜⽇の午前中に定例会を実施し、担当職員との各作業の進捗及び、確認事項の取りまと
めを⾏った。また、省内で実施されていたワークショップにおける進⾏等に関するアドバイス
をはじめ、省内での発表資料の作成など補助的なサポートを断続的に⾏った。デザイン的なア
ドバイスも並⾏して⾏い、スライドのフォーマットほか、今後の省内資産となるアイテムの開
発についても伴⾛⽀援を⾏った。 
 
 
 
 
以上 


